平成２９年度第１回福島県自立支援協議会会議概要
　　日　時　平成29年10月19日（木）13時30分～16時30分
　　場　所　福島県自治会館　３階　大会議室
　　出席者　委員7名、専門部会長5名、オブザーバー7名、事務局12名

〈次　第〉　
１　開会

２　あいさつ（福島県保健福祉部障がい福祉課長）
３　会長及び副会長の選任

　　　会　長：本田　隆光氏

副会長：中村　雅彦氏
４　報告

　(1)　若年性認知症自立支援部会の位置づけについて
　(2)　第４次福島県障がい者計画の実施状況について 
４　議事
　(1)　各専門部会からの報告

　(2)  障がい福祉計画及び障がい児福祉計画について
５　閉会

〈報　告〉

１　若年性認知症自立支援部会の位置づけについて
　　　若年性認知症自立支援部会について、平成２９年度から「福島県認知症施策推進協議会」の分科会として位置づけることについて、事務局より説明を行った。
２　第４次福島県障がい者計画の実施状況について
　　　第４時福島県障がい者計画の平成２８年度までの実施状況について、事務局より説明を行った。

〈議　事〉

１　各専門部会からの報告

（１）地域生活支援部会

【地域移行・地域定着について】

（部会報告）

・地域生活移行・地域定着ワーキンググループにおいて、昨年度実施したキャラバン隊について、今年度いわき地区の実施を調整している。
・身体・知的ワーキンググループにおいて、地域生活支援拠点の整備について市町村職員に対して勉強会を実施した。
・各圏域での地域移行のワーキンググループ等については、精神のみでなく３障がいに対応してほしい。

（主な意見）
・精神障がい者のグループホームについて、住民からの反対があり、公的立場にある区長が申し出た。合理的配慮について、県や社協がリーダーシップととって啓発してほしい。

　→　（県）具体的例は聞いていない。浜通で反対があったこともあるが、最終的には解決した。
　　　　　　普及、啓発については、引き続き努める。
【グループホームの廃止について】

（部会報告）

・赤字のためグループホームが廃止となった事例において、入居者の処遇について問題があり不利益を被った。事業廃止時の対応について、県から事業所へ周知してほしい。また、後始末できない事業所については認可してほしくない。

（主な意見）
・社会福祉法人として公益性が揺らいでいる。内部留保の問題から社会福祉ができないことが開き直りになっている。社会福祉法人へのサポート体制及び支援があるか。

　→　（県）法人指導については、福祉監査課が所管している。情報を得ながら勉強する。

【精神障がい者ピアサポーターについて】
（主な意見）

・精神障がい者ピアサポーターの受入事業所が少ない。働く場についても増やしてほしい。
　　→（県）　ピアサポーターの研修受講者１１５名、ピアサポーター登録７６名
　　　　　　　雇用促進のためのマッチング事業を実施している。

→（委員）医療の分野にも呼びかけてほしい。

【重度心身障がいのある方への対応について】

・医大との医療連携に関する打合せを行い、重度心身障がいのある方が地域で暮らすことについての話し合いの場を設けることで合意を得られた。
（主な意見）

・話し合いの具体的な内容はなにか。医療と福祉と教育も含めて検討してほしい。

　　→（部会長）医療、福祉、教育で連携することでのスタートラインに立ったところであり、今後子ども部会とも連携していく。
・重度心身障がい者や医療的ケアの必要な者の話はでてくるが、軽度及び中度の者が困っている例がある。ストレスを抱えながら地域で生活している。軽度及び中度の者についてはピックアップされないのか。
　　→（部会長）今後部会の中で、地域生活のすべての方々にどう対応しているか整理していく。就労支援部会との共同となるか。

【その他】

・市町村職員の資質向上に対するフォローがあるのか。

　　→（県）市町村職員に対する研修会は、地域生活支援拠点や地域移行に関するものについて実施している。精神関係については、精神保健福祉センターで実施している。その他、障がい者総合福祉センターにおいても実施。また、障害区分認定や新採用職員向け等一般的な研修も実施している。
→（委員）市においては、若い職員が制度の変更等を理解するのが難しいが、地域で行われる研修や現場で学んでいくことが多い。　　　　　　
・６５才問題について、制度が変わっても支援の質が落ちないように市町村の方がわかるように周知してほしい。

　　→（部会長）地域包括ケアについて、その方に必要なケアについて、部会としても考えていく。　　　　　　 
（２）人材育成部会

【人材育成ビジョンに基づく人材育成について】

（部会報告）

・各圏域における現状把握や圏域の人材育成ビジョンについて、現状調査を実施した。

・部会と圏域との流れをつくっていきたい。

・各圏域の人材育成のビジョン作成を進めていきたい。また、将来的にはサビ管についても検討する。

【研修手帳について】

（部会報告）

・相談支援専門員及びサービス管理責任の研修制度が平成３１年度から大幅に見直されるため、平成３１年度に導入予定とする。

【研修実施について】

（主な意見）
・研修をやっていく中で、経営管理者の啓発が必要である。

　→　（部会長）管理者研修については、まだ企画していない。今後検討する。

・（アドバイザー）人材育成に係るニーズが人材育成部会に集中している。それぞれの業務を持ちながらやっている状況である。管理者研修等できないものは断っていくことも大事である。社協等と役割を整理する必要がある。

　→　（部会長）人材育成部会のメンバーに社協のメンバーもおり、連携していく。

・スーパーバイザーやファシリテーター研修も視野にいれていく必要がある。

　→　（部会長）専門コース別研修やファシリテーター研修は実施している。今後力を入れていく検討課題である。

・研修企画する側が、県に協力したい思いがあるが行き詰まっていく。研修を企画する側の人材の育成も考える必要がある。

（３）就労支援部会
【就労継続支援Ａ型事業所のあり方について】

（部会報告）

・就労継続支援Ａ型事業所の実態調査を行っていく。

【目標工賃達成加算について】

（部会報告）

・目標工賃達成加算についは、前年度の工賃実績より上回った金額を目標として、それより上回った場合に対象となるため、工賃の高いところは難しい。変更できるよう依頼してほしい。
【圏域における課題について】
（部会報告）

・須賀川市において、就労継続支援Ａ型事業の２事業所が法人の赤字のため閉鎖となる予定であるが、当事者への対応に問題がある。Ａ型を廃止する事業所がＢ型事業所を立ち上げる予定であるが、須賀川市はB型事業所はいらないとの見解であっても、県においては総量規制はせず認可されるという矛盾がある。
（主な意見）

・行政に持ち込んでもどうにもならない苦情については、運営適正化委員会に入ってきている。
　県、県社協も含めててこ入れが必要と感じる。

（座長）県として、事業の閉鎖にあたって指導する必要がある。

（県）申請当たっては、県中保福と連携をとっていく。
・障がい者の権利をどう守っていくかという検討する窓口がないのが問題である。契約上の問題や本人の権利など。
（座長）権利を守ることについて、地域生活支援部会や就労支援部会で課題を持ちながら検討してほしい。
（４）子ども部会
【医療的ケアの必要な児について】
（部会報告）

・医大のNICUコーディネーターとの意見交換を実施した。医療ニーズより福祉ニーズが高い。アドバイザーの情報を提供した。

・医療的ケア児の支援に係る協議の場の設置について、県として医療、子ども部会だけでなく関係する者との協議の場を協議中。

【障がい児通所支援事業所の支援の資質の確保について】

（部会報告）

・放課後等デイサービス等連携会議を実施した。

・地域協議会のこども関連部会の関係者による連携会議を昨年に引き続き実施した。

・障がい児通所支援事業所アセスメント研修会を実施し、共通のアセスメントツールについて研修予定。
(主な意見)

・共通のアセスメントツールが使われていない理由等があるか。

　→　（部会長）ガイドラインの中でアセスメントが大事といわれているが共通ツールを使っているところは少ない。特化する必要がないが、勉強する機会も無かったため、取り組むこととした。

【その他】
（主な意見）
・子ども関係の事業所と相談員の連携ができにくい。研修等取り入れられればよい。
　→　（部会長）地域の温度差がある。障がい児部門と人材育成ビジョン等について連携できないか考えたい。
・家族に支援の必要な者が多くなってきている。家族支援のあり方について何かあるか。

　→　（部会長）話題にはあがるが、突破口がない状況

（５）障がい者差別解消支援部会

【普及・啓発について】

（部会報告）

・障害者差別解消法については、認知度が低い状況であり、広く県民への周知に努めていく。
・会員向けの勉強会は実施しているが、制度について対外的にPRする取組にまでは至っていない。
・障がいを理由とする差別の解消に向けた地域フォーラムを開催予定。

【県内の取り組み状況について】

（部会報告）

・対応要領及び地域協議会の作成・設置について、県内の市町村の取組は極めて低調である。

・各構成団体における相談事例も極めて少ない。
・ハローワークや運輸支局において積極的な取り組みがあった。

・差別と思われる事例、良い事例について公募した。

（主な意見）
・差別の事例に関して、どのように解決、協議しているのか。
　→　（部会長）今回の事例の募集は相談を受け付けたものではなく、ホームページへの掲載等のため匿名性をもってこれまで体験した事例を公募したものである。　　　　　　　　関係機関に寄せられた相談であれば、県の機関であれば県障がい福祉課が、市町村であれば市の障がい福祉担当課が窓口となる。雇用に関してはハローワークが対応している。
２　障がい福祉計画及び障がい児福祉計画について

　　障がい福祉課より、第４期福島県障がい福祉計画の実施状況及び第５期福島県障がい福祉計画、第１期福島県障がい児福祉計画の骨子案について、説明を行った。

